
網使用料算定根拠







Ⅱ.原価の算定及び料金の設定

１.端末系交換機能

Ａ．加入者交換機接続用伝送路信号調整実現機能（ＤＳＭ－Ｉ・ＴＣＭ）

(1)原価の算定 (百万円)

区分 網改造料 備考

ＤＳＭ－Ｉ ＴＣＭ 網同期クロック その他

費用計 19,830 259 986 36 18,549 参考１、設備区分別の費用明細表より

(2)料金の設定

ア.加入者交換機能を利用する場合

区分 ＤＳＭ－Ｉ ＴＣＭ 備考

ａ．原価（百万円） 259 986 (1)のＤＳＭ－Ｉ・ＴＣＭより

ｂ．通信時間（千時間） 9,798,242 9,798,242 平成12年度実績

ｃ．料金（円／秒）



ク.リダイレクション網使用機能を利用する場合

区分 ＤＳＭ－Ｉ ＴＣＭ 備考

ａ．1秒あたりのコスト（円/秒） 0.00000734 0.00002795 アのｃより

ｂ．1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.144 1.144 接続処理時間

ｃ．料金（円/通信） 0.00000840 0.00003197 ａ×ｂ

ケ.リダイレクション網使用機能（加入者交換機接続ローミング型）を利用する場合

区分 ＤＳＭ－Ｉ ＴＣＭ 備考

ａ．1秒あたりのコスト（円/秒） 0.00000734 0.00002795 アのｃより

ｂ．1呼あたりの網保留時間(秒/回) 1.208 1.208 接続処理時間

ｃ．料金（円/通信） 0.00000887 0.00003376 ａ×ｂ

コ.ＰＨＳ制御信号機能を利用する場合

区分 ＤＳＭ－Ｉ ＴＣＭ 備考

ａ．1秒あたりのコスト（円/秒） 0.00000734 0.00002795 アのｃより

ＰＨＳ ｂ．平均保留秒数（秒） 32.9338 32.9338 -

発信 ｃ．着信転送機能の平均利用回数（回/月・契約） 0.7612 0.7612 -

固定 ｄ．平均保留秒数（秒） 35.8510 35.8510 -

発信 ｅ．着信転送機能の平均利用回数（回/月・契約） 0.3358 0.3358 -

ｆ．料金（円/月・契約） 0.00027237 0.00103717 ａ×ｂ×ｃ＋ａ×ｄ×ｅ
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Ｂ．携帯・自動車電話事業者特殊精算機能（事業者間精算機能）

(1)原価の算定

区分 コスト等 備考
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区分 コスト等 備考

ａ．閥価に諮迚~j

���� 這ね等 備考
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３．光信号多重分離機能





４.網同期クロック供給機能

(1)料金の設定

区分 コスト等 備考

ａ．原価（千円） 36,412区巵の設定



Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定



Ⅳ.接続料収納までの平均的な日数の算定

(1)機能の提供と接続料の収納までの日程

請求書の発行

▲

0.5月 1.5月

   0月 0.5月

(2)機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数の算定

機能の提供から当該機能に係る接続料の収納までの平均的な日数

　=　1.5ヵ月÷12ヵ月×365日　= 45.625日

(1)より

2月

収納期日

▲

機能提供の当月 翌月

機能の提供

平均

0.5月





Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成12年度実績とした。

2.74%

(単位：％)

年度 12

区分

2.74

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債〆茨の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

2.00%

(単位：％)

年度 8 9 10 11 12 平均

区分

2.98 2.20 1.50 1.69 1.64 2.00

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　2.74%×0.551+2.00%







(別紙１）光信号端末回線伝送機能(光信号局内伝送路を利用する場合の加算料）の算定根拠・・・（Ｈ１３．１０．８認可の網使用料算定根拠より抜粋）

Ⅱ.原価の算定及び料金の設定

光信号端末回線伝送機能及び光信号中継伝送機能(光信号局内伝送路を利用する場合の加算料）

Ａ．通信用建物内に設置されている光信号局内伝送路に係わるもの

（１）原価の算定

①創設費の算定 （単位：円）

区　　　分 2芯ｹｰﾌﾞﾙ 4芯ｹｰﾌﾞﾙ 6芯ｹｰﾌﾞﾙ 8芯ｹｰﾌﾞﾙ 16芯ｹｰﾌﾞﾙ 24芯ｹｰﾌﾞﾙ 32芯ｹｰﾌﾞﾙ 備　　考

a.物品費および取付費 69,649 85,287 105,710 122,531 190,130 255,434 322,554

b..諸掛費 836 1,023 1,269 1,470 2,282 3,065 3,871

c.共通割掛費 1,833 2,244 2,781 3,224 5,003 6,721 8,487

d.創設費 72,318 88,554 109,760 127,225 197,415 265,220 334,912 ａ＋ｂ＋ｃ

e.１芯あたり創設費 36,159 22,139 18,293 15,903 12,338 11,051 10,466 d÷芯線数

f.芯線使用率 0.987 0.987 0.987 0.987 0.987 0.987 0.987 別表２より

g.１芯あたり創設費（使用率加味後） 36,635 22,431 18,534 16,112 12,501 11,197 10,604 e÷ｆ

②年経費の算定 （単位：円）

区　　　分 2芯ｹｰﾌﾞﾙ 4芯ｹｰﾌﾞﾙ 6芯ｹｰﾌﾞﾙ 8芯ｹｰﾌﾞﾙ 16芯ｹｰﾌﾞﾙ 24芯ｹｰﾌﾞﾙ 32芯ｹｰﾌﾞﾙ 加重平均 備　　考

a.設備管理運栄!1 , 8 3 3 6 , 7 2 1 9 6 9 9 2 8 . 0 8  0   T D  ( 8 , 4 8 1 4 >  T j � - 2 2 . 7 2  B  T D 6  T D A 2 8 6 7 B  < 6 1 A 0 8 2 0 . 0 0 6 8   T c  < 6 2 2 E 2 E 8 F 9 4 8 A 7 C 9 4 3 1 9 7 , 4 1 5 )  T j � 2 8 . 0 8  0  2 8 6 2 2 , 4 3 11,832Tj�28.08 0 F948A7C94E109,76016,1121 , 0 2 3 2 , 2 4 4 2 , 2 4 4（ 単 位 ： 円 ）

区 　 　 　 分2芯ｹｰﾌﾞﾙ 4芯ｹｰﾌﾞﾙ 6芯ｹｰﾌﾞﾙ 8芯ｹｰﾌﾞﾙ 16芯ｹｰﾌﾞﾙ

129063B9B0CCDED9> Tj�30.24 0  TD 0  Tc <89C18F89 TD (0.97 Tj�13B9B0CCDED0  TD (11,051) Tj925088CA814689  T33D7,5,92E 0E(9(18,534) Tj�28E90DD94EF816(16170.16 0�5.04Tc <632E8BA492CA86 Tj7�9988CA814689  T33D7,5,93,2326C9A.4 -  Tc <632E8BA492CA857Tc (1,023) Tj�28.08 5,903) Tj�28.08 0 ,748Tj7�99818BA4 Tj�28E90DD94EF816(7,4403) Tj�28.08 0  TD2,242) Tj�2848B9B08 0 -696)396 050  TD .04 3109 D8.0A808 0  D19 0 ,4308CF5CC3E(94DE0  T TjA 4318A62E906390FC8E67977097A6><DD8EC8.3D) Tj�28.0808286> Tj�-2





（２）料金の設定

Ａ．基本料（ＯＬＴにハーフユニット単位で接続）





（参考１）

(再） 貸 倒 損 失



（参考２）

設　　備　　区　　分　　別　　固　　定　　資　　産　　明　　細　　表　

（平成１２年度接続会計をもとに算定）











（参考４）

接続会計報告書の設備区分と網使用料算定根拠における明細標仞iZｨ,imH誚網使用料算定昏�


